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ソフトウェアの開発手法にはさまざまなものがあり
ます。従来は、ウォーターフォール型開発といわれる、
要件定義、設計、開発、テストを、計画に従って遂行
していく開発手法が一般的で、現在も多く採用されて
います。一方で、ウェブサービスやスマートフォンア
プリなど、ユーザーにより近いシステム開発の重要性
が高まる中で、要求事項の変化への迅速かつ柔軟な対
応が可能なアジャイル開発による手法も増加していま
す。本稿では、アジャイル開発において典型的に考え
られる会計・監査上の課題について取り上げます。

損益計算書を中心とした会計上の課題として、工事
進行基準の適用可能性が挙げられます。工事進行基準

を適用するためには、成果の確実性が認められる必要
があり、工事収益総額、工事原価総額、決算日におけ
る工事進

しん

捗
ちょく

度を信頼性をもって見積もることができな
ければなりません。
アジャイル開発では、ユーザーの要求に応じてイテ
レーションといわれる「計画、実行、及び評価」のサイ
クルを複数回反復して実施します。また、ウォーター
フォール型の開発で数カ月から1年以上かかることと
は対照的に、各イテレーションの期間は数週間と短い
ことが一般的です。さらに、各イテレーションにおけ
る作業内容も前段階の開発や直近の要望を反映して柔
軟な対応がされるため、信頼性の高い原価総額の見積
が困難で、工事進行基準の適用要件を充足できず、工
事完成基準を採用される可能性が高まります（＜図1＞
参照）。状況の変化に応じて短期間で開発とリリースが
行われる実態を財務諸表に反映するためには、例えば
月単位で工数精算をする形態や準委任契約とすること
で、適時に売上及び対応する売上原価が計上されます。

Ⅰ　はじめに

Ⅱ　工事進行基準の適用可能性

▶図1　アジャイル開発と工事進行基準適用要件（一部）との関係
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貸借対照表における会計上の課題として、自社利用
ソフトウェアとしての資産計上範囲の問題が挙げられ
ます。「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関
する実務指針」では、将来の収益獲得または費用削減
が確実である自社利用ソフトウェアの取得費・制作費
は、無形固定資産として計上することとされています。
この自社利用ソフトウェアをアジャイル開発により
構築した場合には、要求事項の変化に応じて開発内容
が変化するため、将来獲得する収益や費用削減効果を
あらかじめ定義することや開発プロジェクトに係る予
算を立てることが難しく、資産の計上範囲や償却開始
時期などの確定が困難なことがあります（＜図2＞参
照）。
アジャイル開発では、各イテレーションでリリース
されますので、対応としては、リリース内容や関連コス
トの見通しを立てることができる単一または幾つかの
イテレーションの単位で予算化と効果判定を行い、承
認を得るとともに、適時に見直すことが考えられます。

通常、財務諸表監査とシステム監査とは目的が異な
るため、財務諸表監査に直接適用されるものではあり
ませんが、「システム監査基準」及び「システム管理
基準」（経済産業省）が平成30年4月20日に改訂され
ました。そこでは、「従来のシステム管理基準では、
企画、開発、運用及び保守という概念を前提とした
ウォーターフォール型のシステム開発を前提としてい
ましたが、短期間での反復した開発を行うアジャイル
型のシステム開発における取扱いについても管理策と

して含め」たとして、アジャイル開発の内容が盛り込
まれました。
アジャイル開発における監査証拠の候補としては、
自動化ツール等で高度化されるものやホワイトボード
の情報等の開発実態に即したものなどが考えられます
が、「システム監査基準」ではその特質に応じた監査証
拠入手時の考慮事項が挙げられています。財務諸表監
査や内部統制監査においても、Ⅱ、Ⅲに挙げたように、
工事進行基準の成果の確実性や資産計上範囲を確認す
る内部統制をどのような資料で確認するのかに影響が
考えられます。

IT全般統制の観点からも、アジャイル開発により構
築されたシステムでは、一度利用可能になった後にも
早いサイクルで開発とリリースが繰り返されるため、
ウォーターフォール型を前提とした、開発前の承認、
開発時の確認・承認、本番登録前の承認という手順の
中での重点が変わることが考えられます。そのような
状況では、リリース情報が、漏れなく適時に関係者に
共有され、連続する開発での影響判断ができるように
なっているかという観点での評価が必要になってくる
といえます。

IT環境の変化などに伴い、ユーザー要求の激しい変
化に対応可能なアジャイル開発が注目されるようにな
りましたが、その迅速性・柔軟性を志向する性質か
ら、会計・監査上の対応を一律に決めることはできま
せん。しかし、収益認識や資産計上等の考え方は変わ
らないため、会計基準等の趣旨から実務上の対応を検
討する必要があります。

Ⅲ　自社利用ソフトウェアの資産計上範囲

Ⅳ　監査上の課題
Ⅴ　おわりに

▶図2　アジャイル開発とソフトウェア計上範囲との関係

将来の収益獲得・費用削減効果確定の困難性資産計上金額確定の困難性
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